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平成25年度 京都地方税機構業務の取組状況

平成26年８月

京都地方税機構

◇ 徴収業務 ◇

徴収実績

250億2600万円(現年課税分108億8300平成25年度に、京都地方税機構では移管を受けた

した。万円、滞納繰越分141億4300万円)に対して徴収業務を進め、114億4800万円を収納

前年対比では、移管額が21億7200万円の減少であるのに対し、収納額は3億400万円の減

収納率は現年課税分1.9ポイント、滞納繰越分2.2ポイント、合計で2.5ポイン収となり、

し、未納額は大幅な減少となった。ト向上

（ 、 ）単位：百万円 ％

移管額 a 収納額 b 収納率 b/a 未納額
(a-b)現年課税 滞納繰越 計 現年課税 滞納繰越 計 計現年課税 滞納繰越

23年度 11,904 16,943 28,847 7,753 4,022 11,775 65.1 23.7 40.8 17,072

24年度 11,491 15,707 27,198 7,650 4,102 11,752 66.6 26.1 43.2 15,446

25年度 10,883 14,143 25,026 7,452 3,996 11,448 68.5 28.3 45.7 13,578

- 608 -1,564 -2,172 - 198 - 106 - 304 1.9 2.2 2.5 - 1,86725-24増減

（注 ・移管額 ： 現年課税は、構成団体において当該年度に課税し移管した額）
滞納繰越は、構成団体において当該年度以前に課税し移管した額

・収納額 ： 現年課税は、４月～翌年５月に収納した額
滞納繰越は、４月～翌年３月に収納した額

・収納率は、千円単位の移管額・収納額により算出
・四捨五入により計算が合わない場合がある（以下、各表において同じ 。。）

滞納処分実績

個別事案に応じた的確な差押えの執行に努めた結果、新たな移管件数の減少もあり、

であった。このうち、不動産差押件数は200件差押件数は前年同期比182件減少(-2.2%)

(-29.9%)、債権差押件数は10件(-0.1%)減少した｡

（単位：件）○滞納処分件数（４月１日～翌年３月31日執行分）

25-24増減処分の内容 対 象 財 産 23年度 24年度 25年度

不動産 519 669 469 -200

動 産 69 82 110 28

預貯金 3,089 4,658 4,727 69

差 押 給料 343 575 536 -39

債 権 生命保険 669 1,216 1,290 74

その他 662 943 829 -114

小計 4,763 7,392 7,382 -10

計 5,351 8,143 7,961 -182

不動産 431 407 443 36

参加差押 動 産 4 4 2 -2

二重差押 債 権 95 194 211 17

計 530 605 656 51

交 付 要 求 1,187 1,223 1,184 -39

滞納処分合計 7,068 9,971 9,801 -170
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であったが、このう滞納処分により収入した金額は、前年同期比1635万円減少(-1.8%)

ち となった。債権差押受入金にあっては、前年同期比863万円増加(+1.2%)

○換価状況（４月１日～翌年３月31日充当額）
（単位：千円）

25-24増減区 分 23年度 24年度 25年度

公売代金受入金 17,625 93,699 79,147 -14,552

預貯金 227,684 364,073 356,394 -7,679

給料 46,712 92,429 116,342 23,914

債権差押受入金 生命保険 87,254 136,001 121,803 -14,197

その他 87,857 134,436 141,024 6,588

小計 449,508 726,938 735,564 8,626

差押現金 596 551 68 -483

交付要求受入金 196,138 98,781 88,845 -9,936

計 663,866 919,969 903,623 -16,346

（注）徴収金への充当額を記載

公売の実施状況

インターネット公売を６回、会場公売を10回実施した。公売公告件数は前年同期比10件

減少、買受代金は715万円の減少となったが､効率的な換価を進めた結果、売却一件当たり

の買受代金額は23万円増加した｡

○公売実施状況（４月１日～翌年３月31日執行） （ 、 ）単位：件 千円

公売公告件数 買受代金額
動産 計 不動産 自動車 動産 計不動産 自動車

金額 金額 金額 金額成立 成立 成立 成立

23年度 75 7 28 110 8 37,812 5 1,884 9 917 22 40,613

24年度 132 5 92 229 20 111,554 3 3,208 47 3,231 70 117,993

25年度 128 76 219 107,274 4 1,533 32 2,034 58 110,84115 22

- 4 10 -16 -10 2 -4,280 1 -1,675 -15 -1,197 -12 -7,15225-24増減

催告センターの取組

催告センターは、少額滞納案件の早期解決、各地方事務所における事務負担の軽減等

を図るため、①催告文書の発付②滞納初期における電話での納付の呼びかけを実施して

いる。

(1) 業務内容

①文書催告

・現年課税分（30万円以下の滞納）について、催告書をマシン処理で作成し一括送付

・滞納繰越分について各地方事務所が選定した案件の催告書を作成し送付

②電話督励

・現年課税分の文書催告後、電話により納付の呼びかけ等を実施

(2) 業務実績（平成25年度）

①文書催告

・現年課税分 161,879 通 （前年同期：171,446 通）

・滞納繰越分 80,814 通 （前年同期： 83,503 通）

②電話督励

・架電件数 26,267 件 うち通話件数 15,992 件

（前年同期： 20,538 件 うち通話件数 10,211 件）



3

その他の取組

、 、 。全地方事務所及び特別機動室で し 現金 動産の差押え等を実施した64回の捜索を執行

（ ） 。実施回数は､24年度の45回 特別機動室及び５地方事務所で実施 から大幅に増加した

年度末未納額の措置状況

、 。平成25年度末現在の未納額は135億7800万円と 24年度末に比べ18億6700万円減少した

未納額に対する措置状況は、未納額135億7800万円のうち、換価猶予・差押・交付要求

を行っているものは26億2300万円(19.3%)、滞納処分停止及び不納欠損としたものは32億

6300万円(24.0%)、その他が76億9300万円(56.7%)であった。

（単位：百万円）

未納額の措置状況
繰越額未納額 換 価 滞納処分

差 押 不納欠損 その他交付要求
(参加差押徴 収

（Ａ） （Ｂ） （Ａ-Ｂ）猶 予 執行停止含む)

17,073 172 2,250 1,127 1,300 1,513 10,711 15,56023年度末

15,446 118 2,078 767 1,661 1,270 9,552 14,17624年度末

13,578 182 1,837 604 2,139 1,124 7,693 12,45425年度末

- 1,867 64 - 241 - 163 478 - 146 - 1,859 -1,72225-24増減

【参考】 《速報値》構成団体の平成25年度決算見込み（国民健康保険税(料)を除く。）

市町村・府とも前年度比上昇。１ 徴収率の状況

市町村は所得税から住民税に税源移譲された19年度以降で最高

（単位：％）

府内市町村（京都市除く） 京 都 府 計年度
現年課税 滞納繰越 計 現年課税 滞納繰越 計 現年課税 滞納繰越 計

98.4 15.9 93.4 99.1 29.1 98.0 98.9 20.4 96.519

20 98.2 17.3 93.3 99.2 35.2 97.9 98.9 24.2 96.3

21 98.3 18.6 93.2 98.8 31.7 97.2 98.6 23.8 95.7

22 98.4 19.4 93.3 98.7 35.0 96.8 98.6 25.9 95.4

23 98.6 23.6 94.1 99.0 34.3 97.2 98.8 28.0 95.9

24 98.7 26.5 94.8 99.0 36.4 97.3 98.9 30.8 96.3

98.9 28.2 95.5 99.0 39.9 97.5 99.0 33.6 96.725

＋ 0.2 ＋ 1.7 ＋ 0.7 0.0 + 3.5 ＋ 0.2 ＋ 0.1 ＋ 2.8 ＋ 0.4前年度比

２ 徴収率の前年度比較 ３ 延滞金収入額

26団体中21団体で上昇 市町村で延滞金収入が大幅増

○徴収率前年度比較団体数 (単位：千円)

年度 上昇 低下 同率 年度 京都府府内市町村(京都市除く)

22 19 131,967 375,696８ １５ ３

23 20 135,149 371,961２１ ４ １

24 21 142,499 361,818２２ ２ ２

25 22 194,486 423,553２１ ３ ２

23 317,030 410,893

上昇21団体のうち20団体は所得税 24 351,155 432,954

から住民税に税源移譲された19年度 25 388,548 415,957

以降で最高率 ＋37,393 －16,997前年度比
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◇ 法人課税業務 ◇
申告書受付等状況

（１）申告案内書

法人関係税の申告書提出期限の１ケ月前に、京都地方税機構において京都府分と市町

村分の申告書用紙を一括して作成の上、合封して法人に送付した。

・ 25年度 74,876件（24年度：73,993件）

（２）申告書等の受付、更正・決定処理

平成25年度に、確定申告書等（104,811件）及び届出書（13,777件）を受付・審査す

るとともに、更正・決定（4,248件）の調定処理を行った。

（単位：件）

区 分 府 税 市町村税 合 計

24年度 76,317 28,872 105,189

確定申告書等 25年度 75,810 29,001 104,811

増 減 -507 129 -378

24年度 4,331 789 5,120

更正・決定 25年度 3,414 834 4,248

増 減 -917 45 -872

24年度 10,667

届 出 書 25年度 共 通 13,777

増 減 3,110

調査実施状況

（１）税務署調査

国税データと府税データを突合して不一致となったもの等について、府内11税務署に

おいて、延162名の機構職員が法人税申告書等の資料調査を行い、適正な課税処理に結

びつけた。

（単位：件、人）

区 分 調査件数 調査人数（延）

24年度 2,456 150

25年度 2,025 162

増 減 -431 12

（２）未申告法人等調査

構成団体からの情報提供、テナント調査等により、72法人について調査し、そのうち

以下のとおり合計3,938万円の申告納付を得た。

（単位：千円、社）

区 分 府 税 市町村税 合 計

24年度 20,170 10,953 31,123

申 告 額 25年度 29,212 10,172 39,384

増 減 9,042 -781 8,261

24年度 21 35 54

法 人 数 25年度 12 10 19

増 減 -9 -25 -35

（注）府と市町村の双方に申告している法人があるため、法人数の合計と一致しない。

（３）外形標準課税調査

資本金１億円超の府内に本店がある外形標準課税対象法人（381法人）については、

申告時の審査を行うとともに、そのうち以下のとおり適正に申告が行われているかを確

認するために書面又は実地調査を実施した。

・ 25年度 60件（24年度：36件）



（年度計）

（本税）

期 別 数 　　金　額　② 期 別 数 金　額

福 知 山 市 785,599 40,561 737,242 711,307 44,247 811,535 46.7

舞 鶴 市 657,576 25,647 607,770 605,956 25,161 659,390 47.9

綾 部 市 269,643 11,329 192,031 189,812 15,815 271,862 41.1

宇 治 市 1,806,403 38,754 986,008 1,076,131 71,307 1,716,280 38.5

宮 津 市 291,016 8,305 150,112 179,995 16,099 261,132 40.8

亀 岡 市 747,969 31,969 655,828 766,955 27,991 636,842 54.6

城 陽 市 942,220 31,665 630,211 575,913 85,547 996,518 36.6

向 日 市 390,588 14,256 317,286 339,389 14,780 368,485 47.9

長 岡 京 市 549,935 18,712 477,592 515,994 18,302 511,532 50.2

八 幡 市 765,636 21,621 520,494 564,900 34,892 721,230 43.9

京 田 辺 市 939,444 23,143 525,196 631,911 41,169 832,729 43.1

京 丹 後 市 757,103 26,099 455,429 475,111 48,846 737,421 39.2

南 丹 市 259,410 21,702 218,327 210,367 27,136 267,370 44.0

木 津 川 市 796,880 21,634 429,169 421,635 43,593 804,414 34.4

大 山 崎 町 159,805 6,101 126,310 122,458 8,856 163,658 42.8

久 御 山 町 484,340 10,900 250,624 265,331 24,509 469,632 36.1

井 手 町 177,826 5,432 131,037 111,886 9,766 196,976 36.2

宇治田原町 142,569 5,008 110,232 108,635 7,329 144,166 43.0

笠 置 町 33,650 1,244 16,588 19,130 2,173 31,108 38.1

和 束 町 83,699 3,679 57,641 50,936 5,444 90,405 36.0

精 華 町 319,205 12,204 253,096 271,737 15,682 300,564 47.5

南 山 城 村 42,199 1,638 26,534 28,574 2,173 40,159 41.6

京 丹 波 町 290,952 10,529 152,763 199,914 17,302 243,801 45.1

伊 根 町 3,356 557 11,204 10,859 367 3,701 74.6

与 謝 野 町 364,790 9,691 164,049 205,299 21,251 323,541 38.8

京 都 府 1,984,124 52,949 2,777,670 2,787,798 35,140 1,973,996 58.5

計 14,045,936 455,329 10,980,442 11,447,932 664,877 13,578,446 45.7

単位：千円、％

平成25年度　構成団体別徴収実績（平成26年5月末現在）

平成26年6月12日

構 成 団 体
 前年度までに移管を
 受け繰り越した額　①

年 度 中 の 移 管 額 年 度 中 の
　収 納 額   ③

未 納 額 率
 ③／(①＋②)
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